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遺言書のつくりかたを教えます！

＊詳細については、専門家に相談して下さい。

弁護士　北川ひろみ 弁護士登録名　北川ひろみ
所　　　　属　南舘・北川・伊藤法律事務所（名古屋市中区）
　　　　　　　愛知県弁護士会登録
　　　　　　　（南山大学大学院法務研究科〈法科大学院〉非常勤講師）
取 扱 分 野　商事（企業法務）・民事・家事

※個別の御相談は中川法人会事務
局を通してお願い申し上げます。

　最近、元気な内に遺言書を作っておきたいというご
相談を受けることがあります。かつては、「相続なんて

縁起でも無い」と考えられていましたが、時代の流れとと
もに、死という終末に向かって、自分できちんと準備をしておこうという風潮が生まれてきています。「終活」とか「エンディングノート」
などという言葉があるほどです。そこで、今号からシリーズで、相続をテーマとして取り上げることとしました。
　第１回は、ずばり「遺言書」です。せっかく遺言書を作成しても、死後、その遺言書が無効とされ相続人の間でトラブルになってはいけ
ません。間違いのない遺言書を作成するためのイロハをご説明します。

１．遺言は、全文、日付、氏名を自書して、印を押すことが必要です。
まず、自分で遺言書を作成する場合（自筆証書遺言）には、自分で、遺言の本文の全てを書いて、さらに、日付と氏名も書いて、
印を押さなくてはなりません。その一つでも欠けると、遺言は無効とされます。また、本文を途中で書き加えるなどの訂正箇
所があるときには、その部分に、本文を変更した旨の説明を記載して、そこに、自書で署名し、印を押しておかなければなりま
せん。そのため、パソコンによる印字や代筆による遺言書は無効になります。押印に押す印は実印である必要はありません。
なお、遺言書を封筒にいれて封をしておくことまでは、法律上、要件とされていませんが、通常は、周囲の人に見られないよ
うに、封をされている場合が多いです。

２．遺言書を書き換えることもできます。
一度作成した遺言の内容を変更したくなったときには、あらためて遺言書を作成することによって、変更することができます。
後で作成した遺言の内容が、前に作成した遺言の内容と抵触するときには、前の遺言が取り消されたものとみなされるわけ
です。前の遺言と後の遺言が無関係であったり両立しうる場合には、どちらも有効になります。

３．公正証書で遺言を作成することもできます。
遺言は、公証役場において、公正証書という書類で作成することもできます（公正証書遺言）。この場合、２人以上の証人の
立会いが必要になりますが、遺言者は口頭で遺言を伝えれば足り、遺言書自体は公証人が作成してくれますので、最後に、遺
言者、証人、公証人が署名して押印すれば完成です。公証人に支払う手数料が必要になりますが、偽造されたり変造されたり
する危険が少ないというメリットがありますし、登記などの名義変更も容易にできます。

４．内容を秘密にしておくことのできる遺言もあります。
遺言を残したいけれど、内容は秘密にしておきたいというご希望をお持ちの場合には、公証役場において、秘密証書遺言を
作成することになります。まず、遺言者が遺言書に自書で署名して印を押したら、その遺言書を封筒に入れて、遺言書で
使った印鑑で封印をします。それを、自分の遺言書として、公証人と２人以上の証人に提出すると、公証人が、提出日、遺
言者の氏名及び住所などを記載した上で、遺言者、証人、公証人が署名して印を押すことによって完成です。

５．死が迫るなどの緊急な時にも遺言を残す方法があります。
病気などで死亡の危険が迫った人が遺言をしようとする場合には、３人以上の証人の立会いのもとで、口頭で遺言を述べる
ことによって、遺言（危急時遺言）を残すことができます。証人の内の１人が、聞いた遺言を筆記し、遺言者と他の２人の
証人が間違いがないことを確認した後、証人がこれに署名し印を押すことで完成です。そして、遺言の日から２０日以内に、
証人か利害関係人が家庭裁判所に請求して確認を受けなければならず、もし確認を受けなければ、その遺言は効力を失うこ
とになります。他方、遺言者が、普通の遺言をすることができるようになってから６ヶ月間、生存するときにも、遺言は効
力を失います。

６．遺言書は、家庭裁判所において「検認」を受けなければなりません。
遺言者がお亡くなりになり相続が開始したときには、遺言書を発見したり保管していた人は、速やかに、家庭裁判所に提出
して、「検認（けんにん）」という手続を求めなければなりません。検認とは、家庭裁判所において、裁判官や相続人らが
同席して、遺言書の形式的な状態を調査して確認する手続をいい、主に遺言書の偽造や変造などを防ぐために行われます。
遺言書が封印されているときには、家庭裁判所で相続人の立会いのもとで開封しなければなりません。万一、検認の手続を
行わなかった場合には、「５万円以下の過料」に処せられることになっていますので、ご注意下さい。
なお、３でご説明した公正証書遺言の場合は、検認が必要ありません。

労務相談室
第13回

所　属　愛知県社会保険労務士会
労働問題研究会（アイチ士業ネットワーク）
ＮＰＯ法人中部日中経済交流会

講　演　名古屋南労働基準協会、愛知労働基準協会、名古屋商工会議所、
　　　　各業界団体記念講演会、企業内管理職研修など
その他　企業勤務経験を活かした労務管理を得意分野とする。
※個別のご相談は中川法人会事務局を通してお願いします

特定社会保険労務士　大倉 昭治（あらた経営労務事務所）

高年齢者雇用安定法の改正 その１

昨年の８月に高齢者の雇用について法律が改正されたということを友人から聞いたので
すが、一体どんな点が変わったのですか？

Q1

A 高年齢者雇用安定法改正（2013年４月１日施行）のポイント
１．継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止

65歳未満の定年を定めている事業主が、高年齢者雇用確保措置として継続雇用制度を導入する場合、現行の法
律では、継続雇用の対象者を限定する基準を労使協定で定めることができます。今回の改正でこの仕組みが廃止
され、希望者全員を継続雇用の対象とすることが必要になります。
ただし、以下の経過措置があります。
【経過措置】
2013年３月31日までに、継続雇用制度の対象者の基準を労使協定で設けている場合
・2016年３月31日までは
　　61歳以上の人に対して
・2019年３月31日までは
　　62歳以上の人に対して　　　　
・2022年３月31日までは
　　63歳以上の人に対して　
・2025年３月31日までは
　　64歳以上の人に対して
例えば、2016年３月31日までの間は、61歳未満の人については希望者全員を対象にしなければなりません
が、61歳以上の人については基準に適合する人に限定することができます。

２．継続雇用制度の対象者を雇用できる企業の範囲の拡大
定年を迎えた高年齢者の継続雇用先を、自社だけではなく、グループ内の他の会社（子会社や関連会社など）ま
で広げることができるようになります。
子会社とは、議決権の過半数を有しているなど支配力を及ぼしている企業であり、関連会社とは、議決権を
20％以上有しているなど影響力を及ぼしている企業です。
この場合、継続雇用についての事業主間の契約が必要となります。

３．義務違反の企業に対する公表規定の導入
高年齢者雇用確保措置を実施していない企業に対しては、労働局、ハローワークが指導を実施します。
指導後も改善がみられない企業に対しては、高年齢者雇用確保措置義務に関する勧告を行い、それでも法律違反
が是正されない場合は企業名を公表します。

４．高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針の策定
「高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針」が労働政策審議会における議論などを経て2012年11
月９日に公示されました
この指針で、「心身の故障のため業務に堪えられないと認められること、勤務状況が著しく不良で引き続き従業
員としての職責を果たし得ないこと等就業規則に定める解雇事由又は退職事由（年齢に係るものを除く）に該当
する場合には、継続雇用しないことができる。」とされました。

　以上の改正のポイントを踏まえて、65歳未満定年で継続雇用制度を実施されてみえる企業様では、３月31日まで
に就業規則の改正をなさっていただくとよろしいかと存じます。

就業規則の改定ひな形 ⇒ 愛知労働局ホームページ
　　　　http://aichi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0073/4174/ri-fureto.pdf

次回は、その２としてＱ「会社としては、今後はどんな点に注意しながら高齢者の方に働いてもらうようにしたらい
いのでしょうか？」を取り上げます。

その基準を適用する
ことができます


